
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
の
た
め
の
施
策
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
財
源
の
確
保
に
関
す
る
特
別
措
置
法

案
に
対
す
る
附
帯
決
議

参

議

院

財

政

金

融

委

員

会

平
成
二
十
三
年
十
一
月
二
十
九
日

政
府
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
、
十
分
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。

一

財
政
投
融
資
特
別
会
計
財
政
融
資
資
金
勘
定
の
剰
余
金
の
復
興
財
源
へ
の
活
用
の
検
討
に
当
た
っ
て
は
、
予
算
編
成
過
程

に
お
い
て
、
同
勘
定
の
財
務
の
健
全
性
に
配
慮
を
行
う
こ
と
。

一

日
本
た
ば
こ
産
業
株
式
会
社
の
株
式
に
つ
い
て
、
政
府
の
保
有
義
務
割
合
を
設
立
時
発
行
済
株
式
総
数
の
二
分
の
一
以
上

か
ら
発
行
済
株
式
総
数
の
三
分
の
一
超
に
引
き
下
げ
る
こ
と
に
よ
る
同
社
株
式
の
売
却
に
当
た
っ
て
は
、
株
式
市
況
を
見
極

め
て
売
却
時
期
を
慎
重
に
判
断
す
る
と
と
も
に
、
修
正
後
の
附
則
第
十
三
条
に
基
づ
き
、
更
な
る
同
社
株
式
の
政
府
保
有
義

務
の
見
直
し
の
検
討
に
当
た
っ
て
「
た
ば
こ
事
業
法
等
に
基
づ
く
た
ば
こ
関
連
産
業
へ
の
国
の
関
与
の
在
り
方
を
勘
案
」
す

る
際
に
は
、
葉
た
ば
こ
農
家
や
小
売
店
へ
の
影
響
等
を
十
分
見
極
め
る
こ
と
。

一

修
正
後
の
附
則
第
十
三
条
に
基
づ
き
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
特
別
会
計
に
所
属
す
る
株
式
の
保
有
の
在
り
方
の
見
直
し
の
検

討
に
当
た
っ
て
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
観
点
を
踏
ま
え
」
る
際
に
は
、
日
本
の
資
源
確
保
に
係
る
権
益
確
保
、
相
手
国
の
協

力
関
係
維
持
へ
の
影
響
等
を
十
分
見
極
め
る
こ
と
。

一

本
法
案
が
多
年
度
に
わ
た
る
復
興
債
の
発
行
を
認
め
る
も
の
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
復
興
債
の
発
行
に
当
た
っ
て
は
、
復

興
基
本
法
に
規
定
す
る
基
本
理
念
に
照
ら
し
て
真
に
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
に
資
す
る
施
策
の
経
費
に
充
て
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


